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研究要旨 

2024 年の医師の時間外労働の上限規制の適用を目前に控え、直近の医師の労働時間を把

握することが求められている。本研究では、過去に行われた医師の勤務実態に関する調査と

ほぼ同規模の医師の勤務環境把握に関する調査を実施するとともに、スマートフォンなどの

電子的な手段によって医師の労働時間を把握することの課題について検討した。 

医師の勤務環境把握に関する調査は、過去 2 回の医師の勤務実態に関する調査とほぼ同

規模の医師の勤務環境把握に関する調査を 2022 年 7 月に実施した。電子的な手段による

医師の労働時間把握の課題の検討にあたっては、法律的な観点からの調査（文献・資料に

よる調査）を実施した。 

医師の勤務環境把握に関する調査の結果、医師の働き方改革は、2024 年 4 月を見据え、

一定程度進んでいることが明らかとなった。しかしながら、時間外労働が年 960 時間超、年

1860 時間超と推計される割合はそれぞれ、20.4％、3.9％と、今後も引き続き医師の働き方

改革の推進に努めてゆく必要が示唆される結果が得られた。 

電子的な手段による医師の労働時間把握の課題の検討の結果、スマートフォンなどを用い

て電子的な手段によって医師の労働時間を把握することによって、従来よりも労働時間とし

て認定される範囲が広がる可能性がある点、また、電子的手段の運用にあたっては、対象者

の個人情報、プライバシーに配慮する必要があることが示唆される結果が得られた。 
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A．研究目的 

 

 2024 年の医師の時間外労働の上限規制の

適用を目前に控え、直近の医師の労働時間を

把握することが求められている。 

本研究では、2016 年度及び 2019 年度に

行われた医師の勤務実態に関する調査とほ

ぼ同規模の医師の勤務環境把握に関する調

査を 2022 年 7 月に実施するとともに、スマ

ートフォンなどの電子的な手段によって医

師の労働時間を把握することの課題につい

て検討した。 

 

B．研究方法 

 

（１）医師の勤務環境把握に関する調査 

2016 年度及び 2019 年度に行われた医師

の勤務実態に関する調査とほぼ同規模の医

師の勤務環境把握に関する調査を 2022 年 7

月に実施した。 

施設調査の対象は、全病院および 10％抽

出した診療所、老人保健施設、介護療養型

医療施設、介護医療院である。医師調査

は、施設調査の対象となった施設のうち 1/2

の病院及びその他の施設に勤務する全医師

（常勤・非常勤）を対象にした。 

調査依頼及び調査票は、調査事務局から

各施設に配布し、回答は、施設票は各施設

から郵送、医師票は各医師から調査事務局

に郵送または専用の Web サイト経由で行う

よう依頼した。医師調査の中で、7 月 11 日

~17 日の１週間の勤務状況の記録（自計式

タイムスタディ）を実施した。 

 

（２）電子的な手段による医師の労働時間把

握の課題の検討 

法律的な観点からの調査（文献・資料によ

る調査）を行った。労働時間そのものに関す

る判例を含めた法律的な位置づけ、スマート

フォンや GPS などの電子的なデバイスを用

いて労働時間を把握することによる影響を

調査した。 

 

（倫理的配慮） 

医師の勤務環境把握に関する調査は、自治医

科大学医学系倫理委員会の審査・承認を得て

実施した。（2022 年 5 月 19 日 臨大 21－

194） 

 

 

C. 研究結果 

 

（１）医師の勤務環境把握に関する調査 

施設票については 5,424 施設から、医師票

については 19,879 人から回答を得た。 

病院常勤医師の労働時間について、過去 2

回の調査と比較したところ、週 50 時間未満

の割合が増加し、週 60 時間（年間 960 時間

相当）以上に割合の減少が認められた他、1

年前と比較して年次有給休暇の取得や宿直

明けの休息について、より取得しやすくなっ



 
 

たとする回答が、よりとりにくくなったとす

る回答を上回っており、医師の働き方改革は、

2024 年 4 月を見据え、一定程度進んでいる

ことが明らかとなった。 

 一方、病院常勤医における時間外労働が年

960 時間超、年 1,860 時間超と推計される割

合はそれぞれ、20.4％、3.9％と、今後も引き

続き医師の働き方改革の推進に努めてゆく

必要が示唆される結果も得られた。 

 

（２）電子的な手段による医師の労働時間把

握の課題の検討 

労働時間の概念や労働時間の把握義務に

ついて法律上の規定、判例による労働時間の

定義、他業種における労働状況の把握といっ

た観点から検討した。 

スマートフォンや RFID などを用いて電

子的な方法で労働者の労働時間や位置情報

を把握することに関しては、例えばオンコー

ル当番勤務等の場合に、事業場外の近辺で待

機して自由に過ごせるというオンコール当

番勤務の前提が変わりうる可能性があるこ

と、一般論として問題になり得る点として、

人格権やプライバシー権との関係、個人情報

保護法との関係等があること、等を明らかに

した。 

 

D.考察 

 

（１）医師の勤務環境把握に関する調査 

2022 年 7 月に実施した医師の勤務実態調

査から、2024 年 4 月の医師の時間外労働の

上限規制の適用に向けて、医師の働き方改革

が一定程度進んでいる実態を明らかにする

ことが出来た。引き続き、医療施設の属性や、

診療科、性・年齢別の分析等さらに詳細な分

析を続け、医師の働き方改革に向けたエビデ

ンスの構築に寄与してゆくことが重要であ

ると考えられる。 

 

（２）電子的な手段による医師の労働時間把

握の課題の検討 

法律的な検討からスマートフォンなどを

用いた電子的な手段による把握によって、従

来よりも労働時間として認定される範囲が

広がる可能性があること、運用において個人

情報、プライバシーに配慮する必要があると

考えられた。 

 

 

E.結論 

 

本研究では 2024 年の医師の時間外労働の

上限規制の適用を目前に控えた直近の医師

の労働時間の把握を行うことが出来た。また

電子的な手段によって医師の労働時間を把

握することの課題について検討を行うこと

が出来た。 

 

 

F.健康危険情報 

 

該当なし 

 

 

 



 
 

G.研究発表 

 

該当なし 
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